職種：企業法務・総務・広報　　職務：企業法務

【概要】

　企業内外で法律判断を必要とする事項に関する対応措置の検討や、法的問題の未然防止、紛争が発生した際の処理等を行う仕事。知的財産管理に関する仕事を含む。

【仕事の内容】

　法務の仕事には、企業の設立から運営、終了に至るまで、企業活動全般に関わる法律業務がすべて含まれる。この中には、コンプライアンス推進、会社の設立・運営、組織再編・M&A等の会社組織に関する法務や、契約、担保権設定・債権回収、民事訴訟・執行等の企業取引に関する法務が含まれる。

　近年、知的財産管理の戦略的重要性が高まっており、従来は法務部門の機能に含まれていた知的財産管理を独立した部門とする企業も増加している。また、組織再編やM&Aの
活発化やグローバル化の進行に伴い、経営上の重要な意思決定に対して、法務部門が積極
的に関与する「戦略法務」の役割が重要視されるようになっている。

　専門的事項の検討や紛争処理に際し、社外の弁護士や弁理士を活用しながら業務を遂行する場合も多い。

【求められる経験・能力】

（1） 法務の仕事を行うための特定の学歴要件や必要最低経験年数はないが、大学の法学部等で、法律文書の読み方や民法、商法、会社法など主要法令の基礎を習得した者が法務の仕事に配属される場合が多い。最近では、法科大学院卒業者が、（司法試験の合否を問わず）企業法務専門職として採用・配属されることも増えている。
（2） 会社のコンプライアンス（法令遵守）計画を策定する際には法務部門が中心となる場合が多い。知的財産の保護、消費者保護、製造物責任（PL）、環境関連法規など各種法令の最新動向を常時把握しておくことが求められる。法律ではないが、コーポレートガバナンス・コードや日本版スチュワードシップコード等のソフト・ローへの対応力も求められる。
（3） また、法律知識のみならず、法令の動向を踏まえて今後取り組むべき課題を論理的に分析・設定する能力や、情報収集等のための人脈形成力も重要である。さらに、法務は他部門からの問い合わせへの助言を行う機会も多く、円滑なコミュニケーション能力も求められる。さらに、法務は他部門からの問い合わせへの助言を行う機会も多く、円滑なコミュニケーション能力も求められる。業務のグローバル化に伴い、外国語能力（特に英語）も求められる。
【関連する資格・検定等】

・ビジネス・キャリア検定試験（企業法務１級～３級）〔中央職業能力開発協会〕
・弁護士〔法務省〕
・司法書士〔法務省〕
・行政書士〔財団法人行政書士試験研究センター〕
・弁理士〔特許庁〕
・ビジネス実務法務検定試験（１級・２級・３級）〔東京商工会議所〕
・法学検定試験（基礎・中級・上級）［法学検定試験委員会］
・ビジネスコンプライアンス検定（初級・上級） ［サーティファイコンプライアンス検定委員会］など

【厚生労働省職業分類（小分類）との対応】
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